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イ 奨学金の内容

種類 対象とする経費 給付額

入学金 大学等の入学金 １回限り
入学金の実費相当額で 円を

上限とする。

授業料
大学等への校納金のうち授業料に相

当する経費

授業料に相当する経費の実費相当額

で各年次 円を上限とする。

施設費
大学等への校納金のうち施設費に相

当する経費

施設費に相当する経費の実費相当額

で各年次 円を上限とする。

ウ 給付の期間

奨学生の認定を受けたときから当該大学等の標準修業年限の終期まで

エ 採用実績（過去３ヵ年分）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

名 名 名
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第１節 自ら学び心豊かに成長する子どもを応援する

まちをつくる

重点目標

児童生徒が安心して豊かな学校生活を送れるよう小中一貫教育の取組を柱とした継続的計画的な学習

指導、生徒指導を行い、学力の向上や問題行動等への取り組みを行う。また、学校全体として学校の課題

を共有し全職員と保護者、地域の方々や学校評議員等とが連携し「チーム学校」として子ども達を支援す

る。さらに、教師が高い資質や能力を持ち教育実践が行えるよう、学習指導方法の研究、研修等の充実を

図る。

施策事業の概要
１ 学力向上の推進
（１）那覇市学力向上推進計画

那覇市学力向上推進計画では、那覇市の教育目標である「人間尊重の精神を基底とし、郷土の自然

と文化に誇りをもち、個性豊かで創造性・協調性に富む人材の育成」を実現するために、その推進の

目標を「社会に開かれた教育課程」の実現による、豊かな創造性を備えた持続可能な社会の創り手と

なる幼児児童生徒の育成を目指す。

令和７年度の学力向上推進計画は、昨年までの取り組みや本市の実態を踏まえ、また、不登校児

童生徒を含む、多様な児童生徒一人一人に対応するため推進計画を策定。（推進期間：令和 年度か

ら令和９年度）

ア 目指す児童生徒の姿

・学ぶことに興味・関心をもち、自分で計画を立て、粘り強く取り組む（創造性）

・他者との関わりの中で、異なる考えにふれ、自己の考えを広げ深めている（協働性）

・自らの学びを振り返り、新たな問題を見いだしている（探究心）

イ 学力向上推進の基本方針

本市では、授業改善を基本とし、その手立てとして「授業づくり」と「学級（学年）づくり」

に「生徒指導４つのポイント」を関連させながら推進する。

ｱ 「授業づくり」

「授業づくり」では、「見方・考え方」を働かせ、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向

けた授業を目指す。また、県の施策「『自立した学習者 ※1)』育成のための授業改善４つ

の取組」と関連付けて推進に努める。

※ 「自立した学習者」とは、目的や状況に応じて、自分に合った学び方を工夫したり、学

習意欲を自ら引き出したりして学習できるような児童生徒。「授業改善４つの取り組み」は、

○「個別最適な学び」と「協働的 な学び」の一体的な充実

○「指導と評価の一体化」 の実現

○「自学自習力」を 育む取組の充実

○「学習基盤としての 」の活用

【沖縄県学力向上推進施策「自立した学習者」育成プロジェクトより】

ｲ 「学級（学年）づくり」

「学級（学年）づくり」では、 「支持的風土」醸成のための つのポイント ※ を基盤

に、「生徒指導の４つのポイント ※ 」を意識しながら児童生徒理解に努める。児童生徒
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の講師派遣も可能）。

ｳ 各学校において、「第３回那覇市教育課程研究協議会」を実施し、学習指導要領の趣旨に沿っ

た指導と評価の在り方について全教諭で共通理解を図る。

ｴ カリキュラム・マネジメントの視点で、成果と課題を集約し、今後へつながる対応策を考える。

（３）令和６年度 全国学力・学習状況調査の結果

ア 正答率の全国との差（各教科の合計正答率）

年度

小学校 中学校

国語 算数 理科 国語 数学 英語 理科

令和３年 ＋ ＋ 実施なし － － 実施なし 実施なし

令和４年 ＋ － － － － 実施なし －

令和５年 ＋ － 実施なし － － － 実施なし

令和 年 ＋ － 実施なし － － 実施なし 実施なし

イ 全国平均正答率以上の学校数

年度

小学校（校） 中学校（校）

国語 算数 理科 国語 数学 英語 理科

令和３年 実施なし 実施なし 実施なし

令和４年 実施なし

令和５年 実施なし 実施なし

令和６年 実施なし 実施なし 実施なし

ウ 学校間の正答率の差（最上位校と最下位校の正答率の差）

年度
小学校 中学校

国語 算数 理科 国語 数学 英語 理科

令和３年 実施なし 実施なし 実施なし

令和４年 実施なし

令和 年 実施なし 実施なし

令和 年 実施なし 実施なし 実施なし

２ 防災教育、キャリア教育、人権教育等の充実及び不登校児童生徒の支援
（１）防災教育の充実

ア 各学校では、災害時における「危機管理マニュアル」の作成・見直し・改善を行い、家庭・地域

と連携した防災教育の実施を通して、避難経路や保護者引き渡し方法を確認する等、体制づくりに

努める。

イ 避難訓練等を通して、実践的な防災教育を行い、児童生徒の危険回避能力を育成する。

ウ 各学校の消防計画に基づいた防火管理体制のもと、日常的・定期的な安全点検を実施し、危険箇

所の改善を図り、適切な訓練等を実施する。

（２）キャリア教育の充実

教育課程全体を通じて必要な資質・能力の育成を図り、児童生徒のキャリア発達を促す取組を推進

がお互いの違いや考えを認めて尊重し、協力し合える関係を築き、それを「協働的な学び」

の充実へつなげていく。

※ 「支持的風土」醸成のための４つのポイント：安心・所属・承認・自立

※ 「生徒指導の つのポイント」

〇自己存在感の感受

○共感的な人間関係の育成

○自己決定の場の提供

○安全・安心な風土の醸成

「授業づくり」「学級（学年）づくり」「生徒指導の４つのポイント」を連動関連させながら、「創

造性」と「協働性」を発揮し、「探究心」を持って新たな問題を見つけ、解決する力の育成を目指す。

また、本施策が目指す児童生徒の姿を実現できるよう、学校・家庭・地域と連携し、児童生徒の

成長を支えていけるよう取り組みの推進を図っていく。

（２）那覇市教育課程研究協議会

学習指導要領が平成 年３月に告示され、小学校では令和２年度、中学校では令和３年度から全面

実施となった。那覇市教育委員会では、平成 年度から令和５年度まで教育課程研究協議会を立ち上

げており、学習指導要領の実施を確実なものとした。令和６年度から次期学習指導要領改訂時までは、

いったん休止する。以下に那覇市教育課程研究協議会実施要項の一部を記載する。

ア 趣旨

ｱ 学習指導要領の趣旨を踏まえ、指導と評価の説明及び研究報告会を実施することで、各教科

におけるモデルとなる学習活動を示す。

ｲ 目指す資質・能力の育成のため、各教科における指導と評価の在り方について全職員に周知

し、学習指導要領の着実な実施を図る。

ｳ 小中一貫教育を柱として、児童生徒の連続した学びを意識した研究を行う。

イ 教育課程研究協議会の果たす役割

学習指導要領に対応した指導の在り方等の実践的検証に基づく提案を行う。

ウ 研究協議会の内容

ｱ 学習指導要領の趣旨に沿った指導と評価の在り方についての説明

ｲ 目指す資質・能力の育成のための、各教科等における具体的な指導方法の研究

ｳ 研究の成果等についての研究報告

エ 教科別研究部会及び研究委員

国語、算数・数学、理科、社会、外国語活動・外国語、特別の教科 道徳、特別活動の７部会を設

置し、小学校３名程度、中学校３名程度（計６名程度）の研究委員による小中合同の研究部会と

する。

オ 担当指導主事

教科別研究部会は、各部会を１～２名の指導主事が担当する。担当指導主事は、原則、那覇市教

育委員会指導主事とする。

カ 研究方法

ｱ 年間７回の教科別研究部会（以下、各部会）を開く。また、研究のまとめを報告書で行う。

ｲ 「第２回那覇市教育課程研究協議会」を各部会で開催し、指導と評価についての説明ならびに

研究報告会を実施する。全ての教科等についての説明を指導主事が行う（教育センター等から
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の講師派遣も可能）。

ｳ 各学校において、「第３回那覇市教育課程研究協議会」を実施し、学習指導要領の趣旨に沿っ

た指導と評価の在り方について全教諭で共通理解を図る。

ｴ カリキュラム・マネジメントの視点で、成果と課題を集約し、今後へつながる対応策を考える。

（３）令和６年度 全国学力・学習状況調査の結果

ア 正答率の全国との差（各教科の合計正答率）

年度

小学校 中学校

国語 算数 理科 国語 数学 英語 理科

令和３年 ＋ ＋ 実施なし － － 実施なし 実施なし

令和４年 ＋ － － － － 実施なし －

令和５年 ＋ － 実施なし － － － 実施なし

令和 年 ＋ － 実施なし － － 実施なし 実施なし

イ 全国平均正答率以上の学校数

年度

小学校（校） 中学校（校）

国語 算数 理科 国語 数学 英語 理科

令和３年 実施なし 実施なし 実施なし

令和４年 実施なし

令和５年 実施なし 実施なし

令和６年 実施なし 実施なし 実施なし

ウ 学校間の正答率の差（最上位校と最下位校の正答率の差）

年度
小学校 中学校

国語 算数 理科 国語 数学 英語 理科

令和３年 実施なし 実施なし 実施なし

令和４年 実施なし

令和 年 実施なし 実施なし

令和 年 実施なし 実施なし 実施なし

２ 防災教育、キャリア教育、人権教育等の充実及び不登校児童生徒の支援
（１）防災教育の充実

ア 各学校では、災害時における「危機管理マニュアル」の作成・見直し・改善を行い、家庭・地域

と連携した防災教育の実施を通して、避難経路や保護者引き渡し方法を確認する等、体制づくりに

努める。

イ 避難訓練等を通して、実践的な防災教育を行い、児童生徒の危険回避能力を育成する。

ウ 各学校の消防計画に基づいた防火管理体制のもと、日常的・定期的な安全点検を実施し、危険箇

所の改善を図り、適切な訓練等を実施する。

（２）キャリア教育の充実

教育課程全体を通じて必要な資質・能力の育成を図り、児童生徒のキャリア発達を促す取組を推進



 
 

し、自分で考え、計画して、行動に移すことのできる児童生徒の育成に努める。 

ア キャリア教育の視点を踏まえた教育課程の編成 

イ 地域・企業等と連携した体験活動等の充実 

ウ 児童生徒の学びをつなぐ「キャリア・パスポート」の活用 
（３）人権教育の充実 

人権教育の充実に向けて、各学校においては全体計画の作成および見直しを行い、校内における指

導体制を充実させるとともに、教職員の人権意識の向上に努める。 

ア 学校の取り組み 

・教育相談週間等の実施 

・定期的なアンケートの実施 

・毎月の「人権の日（人権を考える日）」の実施 

・人権教育に関する全体集会、学年集会の実施 

イ 教育委員会の取り組み 

・各学校の人権教育担当者との連携、情報提供、指導助言 

・「性の多様性を尊重する学校づくり」等研修会の実施 

・「性の多様性を尊重する学校づくりのための指針」等の周知 

ウ その他 

人権に関わるいじめ、性の多様性、男女平等、エイズ教育、偏見・差別問題、介護・福祉問題、

北朝鮮拉致問題、外国人理解、ハンセン病理解、身障者理解、世界人権宣言、子どもの権利条約等

を盛り込むなど、人権教育における内容の充実を図ることを推奨する。 

（４）平和教育 

      平和教育の充実に向けて、各学校においては全体計画の作成及び見直しを行い、郷土の歴史的な特 

性を理解することや平和教育関連施設の活用を推進し、平和教育の充実を図る。 

ア 学校の取り組み 

        ・各教科や総合的な学習の時間において、児童生徒による探究学習等の実施 

・図書館等での資料展示を一定期間実施 

     ・「平和集会」の実施 

     ・戦争体験者や地域人材等の外部講師による講話 

     ・「対馬丸記念館」「沖縄県平和祈念資料館」等の平和教育関連施設及び戦跡を活用し、郷土の

歴史的な特性を理解 

イ 教育委員会の取り組み 

・学校の教育活動全体を通じて平和教育が推進できるように指導・助言や情報提供を行う。 

     ・「平和教育担当者研修会」を 5 月に「対馬丸記念館」で開催し、外部講師による講話・施設案内、

平和教育関連施設等の活用紹介、各学校の取組について情報共有等を行い、平和教育の推進を

図る。 
（５）道徳教育の充実 

命の大切さや共生の心、規範意識や自立心などの豊かな心の育成に努める 

ア 学校の教育活動全体を通じて道徳教育の充実を図る。 

イ 「特別の教科 道徳」（道徳科）の充実を図る。 

    ・「考え、議論する道徳」（授業の質的な転換と量的な授業時数の確保） 
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（６）国際理解教育・外国語教育 

世界の平和と発展に貢献できる能力と態度を身に付けた幼児児童生徒の育成に努める。

ア 学校の教育活動全体を通じた国際理解教育の充実を図る。（国際理解教育の推進）

(ｱ) 各教科等の目標と内容をふまえた全体計画を作成し、計画的に指導を行う。 

イ 英語によるコミュニケーション能力の育成を図る。（外国語教育の推進）

(ｱ) 市内小中学校に配置される英語指導員（AET/JTE）を活用し、異文化理解の充実とコミュニケ

ーション能力の向上を図る。 

(ｲ) 年一回、異文化交流会（ICEプログラム）を実施し、国際的視野を育むとともに、コミュニケ

ーションへの積極的な態度を育成する。 

(ｳ) 中学校においては、英語学習ソフトの活用による授業改善、また同世代間で行われるオンラ

イン国際交流事業を通して即興的に話す力の向上を図る。

ウ 帰国・外国人児童生徒に係る日本語教育の充実を図る。（日本語指導の推進）

(ｱ) 該当する児童生徒の実態把握に努め、日本語指導協力者を積極的かつ効果的に活用する。

（７）子どもたちの精神的なケア体制の整備による不登校対策の充実

ア 不登校等対策の取り組み 

(ｱ) 不登校等対策委員会 

那覇市立小中学校の不登校問題の現状把握と、不登校への対応について協議する「不登校等対

策委員会」を設置し、「不登校・問題行動等の状況把握学校訪問」「不登校対策研修会」「なは市

登校支援リーフレット」他の不登校対策事業が有機的に機能するよう努める。 

(ｲ) 不登校・問題行動等の状況把握学校訪問の実施 

小中学校における不登校・問題行動等の実態を把握し、望ましい支援方法や取り組み等につい

て意見交換及び助言等を行う。さらに、教育相談・生徒指導体制の充実・強化に資する目的で、

年間を通して随時学校訪問し、継続的な支援を行う。 

(ｳ) 不登校対策研修会の実施 

那覇市における不登校の実態を把握し、小中が連携した支援の方法や取り組みについて情報 

交換を行うことにより、不登校の未然防止及び教育相談・生徒指導体制の充実強化に資する事を

目的に「不登校対策研修会」（オンデマンド）を５月と10月の年２回、那覇市立全小中学校の管

理職及び生徒指導・教育相談担当等の教諭を対象に実施する。 

(ｴ) なは市登校支援リーフレットの配付 

不登校・登校しぶりのある児童生徒への支援、欠席しがちな児童生徒への早期対応の流れ、不

登校予防のチェックリスト、不登校の未然防止の取り組みが一覧できるリーフレットを作成・

配付することで、那覇市の全小中学校の全ての教職員が同水準の不登校対策の取り組みができ

ることを目指す。 

イ 教育相談事業 

複雑化、深刻化する青少年問題に対応するために、心理相談の専門職として心理士及び教育相談

員を配置するとともに、困難ケースについては精神科医からのスーパーヴァイズを受け、青少年相

談の充実強化に努める。 

(ｱ) 電話相談 

相談専用電話である「青少年ダイヤル『なは』」(ＴＥＬ：９４１－７８６７
な や む な

）では、青少年自

身や保護者等からさまざまな相談を受ける。内容は素行上の問題、不登校、しつけ上の悩み、発
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達に関する相談等、多岐にわたる。

ｲ 来所相談

青少年に関するいろいろな悩みについて、青少年自身や保護者等からの相談はもとより、学校

や他機関からの紹介を受けて相談を行う。青少年自身との面接だけでなく、保護者等との面接、

学校との連携を行う。相談内容によっては心理検査等を行い、必要に応じて他機関を紹介する場

合もある。複雑化したケースについては、問題解決に向けての見通しや問題の軽快がみられるま

で継続的に相談を行う（継続相談）。その他、保護者からの申請を受けて、翌月はじめに「来所

日報告」、学期末に｢経過報告書｣を送ることにより学校と連携を図る。原則として週１回の来所

であるが、ケースによっては来所回数を調整している。継続相談のプログラムとして次のものが

ある。

集団・体験活動

集団適応を図るため、スポーツ活動、ものづくり活動（バステルン）、その他の集団活動（不

定期）、夏休み子ども体験教室等

ｳ 教師のメンタルヘルス

教師の抱えるストレスフルな問題や悩みに対応するため、心理士や指導主事が来所、訪問、電

話等で相談を受け援助を行う。

ウ 自立支援教室（あけもどろ学級）事業

心理的・情緒的不安が要因で登校できない子ども達に安心できる居場所を与え、自主性や社会性

の育成と人間関係の改善を図り、学校適応･社会的自立を促進するため、学校と連携しながら指導を

行う。

エ 自立支援教室（きら星学級）事業

不登校で、学校外での指導や相談を必要とする児童生徒に対し、日中の居場所を確保し、必要な

支援を行う。「きら星学級支援員」が学習や相談をはじめ、栽培活動、職場体験、創作活動及びスポ

ーツ活動等の体験活動を通じて児童生徒の支援に当たっている。また、きら星学級での支援にとど

まらず、支援員が必要に応じて直接学校に出向いての学校支援も行っている。さらに、通級困難な

児童生徒に対しては、アウトリーチ（家庭訪問や送迎等）を行い、支援の拡充を図っている。

オ 学校での教育相談の支援（教育相談支援事業）

不登校または不登校傾向のある児童生徒と、子どもの不登校等に関し悩みを持つ保護者に対する

支援を充実させる目的で、児童とその保護者に対応するための教育相談支援員を市内全小中学校に

配置する。教室に入る事ができない児童生徒を相談室で対応しながら教室復帰への手助けや、家庭

訪問による登校支援や保護者に対する相談、支援等を行う。

カ 学習支援室事業

不登校や登校しぶりのある生徒に、学習支援を行う。また、社会的自立を促すことを目的に、中

学校を卒業して高等学校への進学を希望している青少年に高等学校入試へ向けた学習支援を行う。

キ 街頭指導事業

専任指導員を中心に、不登校等青少年の問題行動がよくみられる繁華街、公園、ゲームセンター、

カラオケボックス、学校周辺等での街頭指導を行い、非行の未然防止と早期発見、早期対応に努め

る。

また、専任指導員は、学校との連携や地域で活動している青少年指導員の指導技術等の向上にも

努めている。
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(ｱ) 市内広域街頭指導（ブロック巡回指導） 

市内17中学校区を５ブロックに分け、巡回計画に従って、平日の午前と午後に専任指導員を

中心とした街頭指導を実施する。必要に応じて学校とも連携しながら巡回指導を行う。 

(ｲ) 市内重点地域街頭指導 

繁華街、公園、ゲームセンター等の不登校等青少年のたまり場となりやすい場所を重点的に、

街頭指導を実施する。 

(ｳ) 夕方の街頭指導（毎週火・水・金曜日） 

学校の就業時間後、５ブロックと重点地域の街頭指導を実施する。 

(ｴ) 夜間街頭指導（第１金曜日【教育相談課主催】）（第３金曜日【青少協主催】） 

第１金曜日は専任指導員やボランティアで、繁華街を中心に帰宅指導等の街頭指導を実施す

る。 

第３金曜日は青少協・青少年指導員と連携し、帰宅指導等の街頭指導を実施する。 

(ｵ) 特別街頭指導 

那覇ハーリー、那覇大綱挽まつり、琉球王朝祭り首里等の全市的な催しや中学校卒業式等の際

に、会場内や会場周辺を専任指導員が巡回指導する。なお、青少年指導員は主催団体や中学校の

依頼により巡回指導を実施する。また、「青少年の深夜はいかい防止」「二十歳未満者飲酒防止」

県民一斉行動へも参加する。 

(ｶ) 団体の育成と支援 

那覇市青少年指導員連絡協議会を支援し、会の自主的な運営を促進するとともに、他の青少年 

関係団体との連携を図る。併せて青少年指導員の資質向上を図るための研修会を開催する。 

(ｷ) 社会環境実態調査 

青少年のための環境を整備することを目的に、沖縄県からの委託を受け、沖縄県青少年保護育

成条例第20条に基づき、興行場やカラオケボックス、有害図書販売店などに立ち入り、条例の

遵守状況等の調査を行う。 

ク 校内自立支援室事業 

様々な理由で不登校・別室登校になった児童生徒に対し、学校内に校内自立支援室を設置し、学

習支援員を配置して当該児童生徒の学習を支援することで、学級復帰・不登校解消に努める事業。

令和７年度は５校(小学校４校、中学校１校)にて実施。沖縄県委託事業。 

（８）児童生徒への対応  

ア 生徒サポーター派遣事業  

「あそび・非行」による不登校等の問題行動の早期発見・早期対応や未然防止のため、教職員を

補佐し、個別の指導や相談を必要とする生徒に対し、継続的な支援活動や様々な体験活動等を通し

た個別指導を行う生徒サポーターを配置し、生徒の自己存在感を育み、自立するための支援体制の

構築を図る。平成19年度から市内全17中学校に生徒サポーターを配置しており、令和６年度も引

き続き市内全17中学校に生徒サポーターを配置する。 

イ 小中学校生徒指導主事連絡協議会 

生徒指導担当教諭としての役割について認識し、問題行動等の未然防止や健全育成の観点から生

徒指導実践力を高める研修会を実施し、さらに生徒指導主事同士の連帯および、関係機関とのネッ

トワークを広げる研修会の充実を図る。 
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令和７年度内容（予定）

３ 特別支援教育に関する支援の充実

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は

克服するため、適切な指導及び必要な支援を行い、特別な支援を必要とする児童生徒が在籍する全ての

学校において実施されるものである。

（１）校内支援委員会の充実

全教職員で特別支援教育の理解と認識を深め、指導体制の工夫・改善に取り組むことで校内支援委

員会の充実を図り、児童生徒一人ひとりのニーズを的確に把握する。

（２）個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成

「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」を作成し活用する。これらの計画のもと一貫した支援を

行い、積極的な社会参加・自立に向けた取組を推進することで、児童生徒一人ひとりの能力や特性が

発揮できるようにする。

（３）特別支援学級・通級指導教室における教育課程の編成

児童生徒の障がいの状態、特性等や学級の実態に即した教育課程を編成することにより、見通しの

ある充実した教育活動を行うことができるようにする。

（４）専門的知識・経験を有する者による学校支援

教育相談員及び特別支援教育指導コーディネーターを計画的に活用し、担任・学校関係者、保護者

への支援・指導、相談等を行う。

（５）学校における医療的ケアの推進・充実

医療的ケアを必要とする児童生徒の安全・安心な教育環境の確保、保護者の負担軽減及び医療的ケ

ア児の自立促進を図るため、必要な支援を行う専門員等を配置又は派遣するなど、学校における医療

的ケアの推進・充実に努める。

（６）保健、福祉、医療等との連携体制の構築

専門家チームの要請指導により指導･助言等を行い、支援体制を強化する。

（７）指導力の向上を図る研修の充実

ア 特別支援学級担任研修

イ 通級指導教室担当者連絡会

ウ 特別支援教育補助員研修会

回 月 日 ねらい

第１回 ４月 日
・不登校児童生徒への対応について共通理解を図る。

・令和 年度那覇市内の生徒指導の状況を理解し対応方法を考える。

第２回 ５月 日
・生徒指導の役割について共通理解を図る。

・いじめに特化した校内研修の実施について共通理解を図る。

第３回 ６月 日
・希死念慮や自傷行為のある児童生徒への対応について共通理解を図る。

・別室対応等の生徒への支援について共通理解を図る。（実践事例紹介）

第４回 月４日
・関係機関との連携について

・校内の生徒指導体制について（実践事例紹介）

第５回
令和８年

１月 日

・問題行動等の未然防止に向けた協議を通し連携を図る。

・積極的な生徒指導の取り組み事例協議・実践事例紹介

第６回
（中学校のみ）

２月 日
・卒業式に向けて積極的な生徒指導の取り組みについて協議する。

・積極的な生徒指導の取り組み（今年度の反省）

エ 特別支援教育コーディネーター連絡会

（８）園職員や保護者を対象とした就学説明会の実施による就学に関する理解を図る。

４ 校務支援システムの活用

市内小中学校で校務支援システムを活用し、校務の効率化を図り、教師と児童生徒が向き合う時間を

確保することで、教育の質と学力のさらなる向上を図る。校務支援システムを活用してできる主な業務

としては、通知表や指導要録、調査書の作成、出席状況の集計作業等があり、これらを一元化すること

で、転記誤りの防止や帳票の作成にかかる時間の短縮が期待できる。また、二要素認証システムを導入

し、情報漏洩対策に取り組んでいる。 

５ 学校保健・学校安全

（１）学校保健  

学校保健安全法に基づき、那覇市医師会、南部地区歯科医師会、沖縄県薬剤師会、医療機関ならび

に学校の協力を得て、児童生徒の健康保健増進のため、次の事業を実施し、学校保健の推進に努める。

ア 学校保健事業

(ｱ) 児童・生徒・園児の健康管理

検診名 実施時期 検診科目 対象者 

定期健康診断 ６月30日まで 

内科･眼科･耳鼻咽喉科 全児童･生徒･園児 

歯  科 全児童･生徒･園児 

蟯虫検査 中学校を除く全児童・園児 

心臓検査 小学校１年･中学校１年 

尿・視力検査 全児童･生徒･園児 

就学時健康診断 ９月～10月 内科･歯科･視力･聴力 次年度小学校入学予定児童 

小児生活習慣病

検診 
夏休み期間中 

採血 

身体測定 

小学校４年生で学校定期健診にお

いて肥満度 20％以上と判定され

た児童（保護者の同意有り）医師の面談 

栄養指導 

(ｲ) 職員の健康管理

（職員健診）

時  期：10月 31日まで

対 象 者：全職員

検診科目：身体計測、腹囲、視力、聴力、血圧、尿、貧血検査、胸部Ｘ線直接撮影、

ＬＤＬコレステロール、中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、肝機能検査、血糖、

心電図、医師の検診、ＨｂＡ１ｃ、クレアチニン、胃検診（40 歳以上）

     （その他）

     職員のメンタルヘルス対策（ストレスチェック実施、産業医配置）
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エ 特別支援教育コーディネーター連絡会

（８）園職員や保護者を対象とした就学説明会の実施による就学に関する理解を図る。

４ 校務支援システムの活用

市内小中学校で校務支援システムを活用し、校務の効率化を図り、教師と児童生徒が向き合う時間を

確保することで、教育の質と学力のさらなる向上を図る。校務支援システムを活用してできる主な業務

としては、通知表や指導要録、調査書の作成、出席状況の集計作業等があり、これらを一元化すること

で、転記誤りの防止や帳票の作成にかかる時間の短縮が期待できる。また、二要素認証システムを導入

し、情報漏洩対策に取り組んでいる。 

５ 学校保健・学校安全

（１）学校保健  

学校保健安全法に基づき、那覇市医師会、南部地区歯科医師会、沖縄県薬剤師会、医療機関ならび

に学校の協力を得て、児童生徒の健康保健増進のため、次の事業を実施し、学校保健の推進に努める。

ア 学校保健事業

(ｱ) 児童・生徒・園児の健康管理

検診名 実施時期 検診科目 対象者 

定期健康診断 ６月30日まで 

内科･眼科･耳鼻咽喉科 全児童･生徒･園児 

歯  科 全児童･生徒･園児 

蟯虫検査 中学校を除く全児童・園児 

心臓検査 小学校１年･中学校１年 

尿・視力検査 全児童･生徒･園児 

就学時健康診断 ９月～10月 内科･歯科･視力･聴力 次年度小学校入学予定児童 

小児生活習慣病

検診 
夏休み期間中 

採血 

身体測定 

小学校４年生で学校定期健診にお

いて肥満度 20％以上と判定され

た児童（保護者の同意有り）医師の面談 

栄養指導 

(ｲ) 職員の健康管理

（職員健診）

時  期：10月 31日まで

対 象 者：全職員

検診科目：身体計測、腹囲、視力、聴力、血圧、尿、貧血検査、胸部Ｘ線直接撮影、

ＬＤＬコレステロール、中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、肝機能検査、血糖、

心電図、医師の検診、ＨｂＡ１ｃ、クレアチニン、胃検診（40 歳以上）

     （その他）

     職員のメンタルヘルス対策（ストレスチェック実施、産業医配置）



－ 44－

事を提供することにより、健康の増進、体位の向上を図ることはもちろんのこと、食に関する指導

を効果的に進めるための重要な教材として活用できるように工夫している。また、児童生徒が生涯

にわたり健康な生活を送るのに不可欠な、栄養バランスのとれた食事のモデルとして、家庭におけ

る日常の食生活や、児童生徒の日常又は将来の食事作りの指標になるよう、献立作成において配慮

している。

ア 給食実施人員

小学校： 人 中学校： 人 合計： 人（若夏分教室・分校除く）

イ 学校給食費

学校給食法では、学校給食の運営に要する経費のうち、食材費と光熱水費等は保護者が負担する

ものとしているが、那覇市では食材費のみを学校給食費として徴収している。

学校給食費の月額

小学校： 円が半額補助により 円（児童 人当たり、年 月徴収）

中学校： 円が全額補助により 円

（２）学校給食摂取基準

「学校給食摂取基準」の基準値設定の考え方は次のとおりである。

厚生労働省が策定した「日本人の食事摂取基準 以下「食事摂取基準」という。 年版 」が

定めた目標量又は推奨量の３分の１とすることを基本としつつ、不足または摂取過剰が考えられる

栄養素については「昼食必要摂取量」の中央値程度を学校給食で摂取することとして、「食事摂取

基準」の推奨量または目標量に対する割合を定め、基準値が設定されている。

【児童又は生徒 人 回当たりの学校給食摂取基準】

区分

基準値

児童（ 歳～

歳）の場合

児童（ 歳～

歳）の場合

児童（ 歳～

歳）の場合

生徒（ 歳～

歳）の場合

エネルギー（ ）

たんぱく質（％） 学校給食による摂取エネルギー全体の ～ ％

脂質（％） 学校給食による摂取エネルギー全体の ～ ％

ナトリウム（ ）

（食塩相当量）
未満 未満 未満 未満

カルシウム（ ）

マグネシウム（ ）

鉄（ ）

ビタミン （μ ）

ビタミン ₁（ ）

ビタミン ₂（ ）

ビタミン （ ）

食物繊維（ ） 以上 以上 以上 以上

（注） 表に掲げるもののほか、次に掲げるものについても示した摂取について配慮すること。

亜鉛・・児童（ ～ 歳） 、児童（ ～ 歳） 、児童（ ～ 歳） 、生徒（ ～ 歳）

ｳ 環境衛生管理

実施項目 実施時期 対象 実施者

飲料水定期水質検査

水泳プール定期水質検査

照度及び照明環境検査

学校のゴミ処理

６月～９月

６月～９月

年度中に２回

通年

各小中学校

各小中学校

各小中学校

各小中学校

委託業者

委託業者

学校薬剤師

委託業者

（２）学校安全

安全教育と安全管理を総合した計画を策定し、その推進の強化に努める。

ア 安全教育の徹底と管理の充実

ｱ 学校安全について、児童生徒の認識と自覚を高め学校内外における事故の防止に努める。

ｲ 学校施設・設備の定期安全点検を強化し、危険場所の排除に努める。

ｳ 登下校中における安全管理（スクールゾーン及び通学路の整備、学校安心安全支援員の配置）

の強化に努める。

ｴ 日本スポーツ振興センター法に基づいて日本スポーツ振興センター保険に加入し、学校管理

下における児童・生徒等の災害については災害共済給付を受ける。給付の種類は、医療費、障害

見舞金、死亡見舞金の３つであり、医療費の給付額は通常療養額の４割である。

イ 令和７年度センター共済掛金額 単位：円

保護者負担 那覇市の負担 国の負担 合 計

一般児童生徒

準要保護児童生徒 ※

要保護児童生徒 ※

※実績に応じた充当補助あり（センターに対する国庫補助の範囲内）

ウ 令和６年度におけるセンターへの共済掛金払い額及びセンターからの災害給付額

単位：円

共済掛金支払額 共済給付額

小学校

中学校

計

（３）令和６年度学校事故発生状況

ア 負傷の場合別災害発生状況 単位：件数

各教科 特別活動 学校行事 課外指導 休憩時間 通学中 計

小学校

中学校

イ 負傷の種類別災害発生状況 単位：件数

骨折 捻挫 脱臼 挫傷･打撲 挫創 切創 裂創
その他

（疾病含む）
計

小学校

中学校

６ 学校給食

（１）学校給食の実施状況

学校給食は、成長期にある児童生徒の心身の健全な発達のため、栄養バランスのとれた豊かな食
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事を提供することにより、健康の増進、体位の向上を図ることはもちろんのこと、食に関する指導

を効果的に進めるための重要な教材として活用できるように工夫している。また、児童生徒が生涯

にわたり健康な生活を送るのに不可欠な、栄養バランスのとれた食事のモデルとして、家庭におけ

る日常の食生活や、児童生徒の日常又は将来の食事作りの指標になるよう、献立作成において配慮

している。

ア 給食実施人員

小学校： 人 中学校： 人 合計： 人（若夏分教室・分校除く）

イ 学校給食費

学校給食法では、学校給食の運営に要する経費のうち、食材費と光熱水費等は保護者が負担する

ものとしているが、那覇市では食材費のみを学校給食費として徴収している。

学校給食費の月額

小学校： 円が半額補助により 円（児童 人当たり、年 月徴収）

中学校： 円が全額補助により 円

（２）学校給食摂取基準

「学校給食摂取基準」の基準値設定の考え方は次のとおりである。

厚生労働省が策定した「日本人の食事摂取基準 以下「食事摂取基準」という。 年版 」が

定めた目標量又は推奨量の３分の１とすることを基本としつつ、不足または摂取過剰が考えられる

栄養素については「昼食必要摂取量」の中央値程度を学校給食で摂取することとして、「食事摂取

基準」の推奨量または目標量に対する割合を定め、基準値が設定されている。

【児童又は生徒 人 回当たりの学校給食摂取基準】

区分

基準値

児童（ 歳～

歳）の場合

児童（ 歳～

歳）の場合

児童（ 歳～

歳）の場合

生徒（ 歳～

歳）の場合

エネルギー（ ）

たんぱく質（％） 学校給食による摂取エネルギー全体の ～ ％

脂質（％） 学校給食による摂取エネルギー全体の ～ ％

ナトリウム（ ）

（食塩相当量）
未満 未満 未満 未満

カルシウム（ ）

マグネシウム（ ）

鉄（ ）

ビタミン （μ ）

ビタミン ₁（ ）

ビタミン ₂（ ）

ビタミン （ ）

食物繊維（ ） 以上 以上 以上 以上

（注） 表に掲げるもののほか、次に掲げるものについても示した摂取について配慮すること。

亜鉛・・児童（ ～ 歳） 、児童（ ～ 歳） 、児童（ ～ 歳） 、生徒（ ～ 歳）



－ 46－

７ 生活リズム確立の推進

（１）望ましい生活リズムの確立

ア 「早寝早起き朝ご飯」「食べて動いてよく寝よう」についての取り組みの充実

・就寝、起床、朝食摂取、運動などについて児童生徒の望ましい生活リズムを確立させるため児

童生徒への各教科等と関連した指導、保護者への啓発を充実させる。

※ 生活リズムの確立の推進に関する資料

（保幼こ）「基本的な生活習慣に関する調査」より （小・中学校）「全国学力・学習状況調査」〔児童生徒質問紙より〕

〔当てはまる・どちらかといえば当てはまる〕

就寝時刻について 「決まった時刻に寝ていますか」

推奨時刻 保幼こ

９時まで

令和４年 月 ％

令和５年 月 ％

令和６年 月 Ｒ 調査なし

起床時刻 「決まった時刻に起きていますか」

推奨時刻 保幼こ

６時半まで

令和４年 月 ％

令和５年 月 ％

令和６年 月 Ｒ 調査なし

朝ご飯 「朝ごはんは食べていますか」

毎日摂取 保幼こ
％

令和４年 月 ％

令和５年 月 ％

令和６年 月 Ｒ 調査なし

イ 部活動等の適正化と質の向上

・小学校は、スポーツ少年団等の活動における適切な練習時間や休養日について学校内や地

域指導者と調整し、児童のバランスの取れた生活や成長に配慮する。

・中学校は、参加しやすい実施形態等を工夫するとともに、休養日や活動時間を適切に設定

し、生徒のバランスの取れた生活や成長に配慮する。

・「那覇市部活動の在り方に関する方針」に沿って実施する。

（２）規範意識・マナーの育成

ア あいさつをする、きまりを守る指導の充実

・「あいさつ」「他人に迷惑をかけない」「いじめをしない、させない、みのがさない」等の指

導の充実を図る。

・正しい言葉遣いができるよう指導の徹底を図る。

・情報モラルの指導を行う。

イ 身の回りの整理整頓や自他の物を大切にする指導の充実

・道具の準備や後片づけ、公共の物を大切にする実践の充実を図る。

小学校 中学校

令和４年 ％ ％

令和５年 ％ ％

令和６年 ％ ％

小学校 中学校

令和４年 ％ ％

令和５年 ％ ％

令和６年 ％ ％

小学校 中学校

令和４年 ％ ％

令和５年 ％ ％

令和６年 ％ ％

（３）方式別給食実施状況

　　ア　那覇市学校給食センター

城東小

城南小

石嶺小

松島中

松城中

石嶺中

首里中

銘苅小

若狭小

上山中

大名小

城北小

城北中

小禄小

垣花小

さつき小

小禄中

金城中

鏡原中

高良小
宇栄原小
城岳小

天妃小

開南小

仲井真小

真地小

与儀小

壺屋小

真和志中

石田中

仲井真中

神原小

神原中

古蔵小

古蔵中

上間小

寄宮中

※１　栄養士・栄養職員等（　）数字は県費負担職員で内数
※２　事務、調理員、運転手（　）数字は会計年度任用職員で内数。
※３　小禄センター以外の運転手は民間委託
※４　神原、古蔵、銘苅、安謝、天久、大名、鏡原、上間、高良センターは調理業務民間委託

　　イ　単独給食校 （人） （人）

城西小 松島小

真嘉比小 金城小

泊小 曙小

松川小 那覇小

識名小

真和志小

※１　栄養士・栄養職員等（　）数字は県費負担職員で内数
※２　調理員（　）数字は会計年度任用職員で内数
※３　識名小、真和志小、金城小、松島小は、給食調理業務民間委託校

令和７年５月１日現在（人）

番号 センター名 所長 副所長
栄養士・

栄養職員等 事　務 調理員 運転手 学校名
児童・生徒数 委託開

始年月学校計 合計

首　　里
センター

安　　謝
センター

安謝小

那覇中

銘　　苅
センター

大　　名
センター

小　　禄
センター

天　　久
センター

天久小

小禄南小

安岡中

鏡　　原
センター

高　　良
センター

開　　南
センター

真 和 志
センター

大道小

神　　原
センター

古　　蔵
センター

上　　間
センター

センター計

番号 学校名
児童・
生徒数

栄養士・
栄養職員等 調理員

委託開始
年月

調理員
委託開
始年月

総　計小学校計 中学校計

番号 学校名
児童・
生徒数

栄養士・
栄養職員等

小学校計
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７ 生活リズム確立の推進

（１）望ましい生活リズムの確立

ア 「早寝早起き朝ご飯」「食べて動いてよく寝よう」についての取り組みの充実

・就寝、起床、朝食摂取、運動などについて児童生徒の望ましい生活リズムを確立させるため児

童生徒への各教科等と関連した指導、保護者への啓発を充実させる。

※ 生活リズムの確立の推進に関する資料

（保幼こ）「基本的な生活習慣に関する調査」より （小・中学校）「全国学力・学習状況調査」〔児童生徒質問紙より〕

〔当てはまる・どちらかといえば当てはまる〕

就寝時刻について 「決まった時刻に寝ていますか」

推奨時刻 保幼こ

９時まで

令和４年 月 ％

令和５年 月 ％

令和６年 月 Ｒ 調査なし

起床時刻 「決まった時刻に起きていますか」

推奨時刻 保幼こ

６時半まで

令和４年 月 ％

令和５年 月 ％

令和６年 月 Ｒ 調査なし

朝ご飯 「朝ごはんは食べていますか」

毎日摂取 保幼こ
％

令和４年 月 ％

令和５年 月 ％

令和６年 月 Ｒ 調査なし

イ 部活動等の適正化と質の向上

・小学校は、スポーツ少年団等の活動における適切な練習時間や休養日について学校内や地

域指導者と調整し、児童のバランスの取れた生活や成長に配慮する。

・中学校は、参加しやすい実施形態等を工夫するとともに、休養日や活動時間を適切に設定

し、生徒のバランスの取れた生活や成長に配慮する。

・「那覇市部活動の在り方に関する方針」に沿って実施する。

（２）規範意識・マナーの育成

ア あいさつをする、きまりを守る指導の充実

・「あいさつ」「他人に迷惑をかけない」「いじめをしない、させない、みのがさない」等の指

導の充実を図る。

・正しい言葉遣いができるよう指導の徹底を図る。

・情報モラルの指導を行う。

イ 身の回りの整理整頓や自他の物を大切にする指導の充実

・道具の準備や後片づけ、公共の物を大切にする実践の充実を図る。

小学校 中学校

令和４年 ％ ％

令和５年 ％ ％

令和６年 ％ ％

小学校 中学校

令和４年 ％ ％

令和５年 ％ ％

令和６年 ％ ％

小学校 中学校

令和４年 ％ ％

令和５年 ％ ％

令和６年 ％ ％
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沖縄県公立学校教員等育成指標に基づき、教員のキャリアステージに応じた資質能力の向上を図

るために研修を実施する。

イ 指標項目（沖縄県公立学校教員等育成指標から）

キャリアステージ ステージ像

学校に活力を与える！

採用ステージ

（１年目）

○教育活動に関する基礎的・基本的な知識・技能等を生かして、

児童生徒等の実態等を踏まえた教育活動を実践することができ

る。

○沖縄県の教員としての自覚を持ち、チームとしての学校の一員

として、他の教職員に積極的に指導・助言を求めながら、連

携・協働体制のもとで、担当する校務に取り組むことができ

る。

担当校務をしっかり担う！

基礎ステージ

（２～４年目）

○教育活動に関する知識・技能等を生かして、児童生徒等の実態

等に応じた教育活動を実践することができる。

○チームとしての学校の一員として、他の教職員と連携・協働し

ながら、担当する校務を担うことができる。

教育活動を推進する！

充実ステージ

（５～９年目）

○教育活動に関する知識・技能等を充実させ、創意工夫を生かし

た教育活動を実践･推進することができる。

○経験の浅い教職員に積極的に関わる等、同僚性の向上や連携・

協働の充実を図り、連携・協働体制の構築を推進することがで

きる。

中心的な役割を果たす！

発展ステージ

（ ～ 年目）

○自らの経験や強み等を生かして、学校全体の状況や地域の実態

等を踏まえた教育活動を効果的に推進することができる。

○学年や分掌等の連携・協働体制において、中心的な役割を果た

し、他の教職員に指導・助言をすることができる。

全校的な視点から学校を支え

る！

指導ステージ

（ 年目以降）

○豊かな知識・技能や経験等を生かして、全校的な視点から、教

育活動をより効果的・効率的に推進することができる。

○全校的な視点から、チームとしての学校の連携・協働体制を支

え、他の教職員を適切に支援・育成することができる。

ウ 令和７年度経年研修受講者数 単位：人

初任者研修 ２年目研修 ３年目研修 ５年経験者研修 中堅教諭等資質向上研修

小学校

中学校

合 計

（４）教育用図書資料提供事業

教育情報の収集及び提供を行い、教育活動を支援する。

ア 図書資料提供

ｱ 図書室での閲覧及び貸出（貸出は図書のみ。研究紀要等の資料は館内での閲覧のみ。）

ｲ 貸出期間は個人が２週間、団体は４週間

イ レファレンスサービス

ウ 命を大切にする指導の充実

・命を大切にする心を育む指導の充実を図る。

・児童生徒の発達段階を踏まえた危険予知・危機回避能力を高める指導を行う。

８ 教師の指導力向上のための研修機会の充実
（１）学校訪問による研修機会の充実

教育施策の浸透を図り各学校における教育活動の改善・充実を目的とする計画訪問を実施している。

ア 計画訪問

学習指導要領の改善の方向性と示された「社会に開かれた教育課程」の理念を念頭に、市の教育

施策が学校経営に浸透しているかを把握し、学校教育全般を支援する。

ｱ 認定こども園への訪問

・「環境を通した教育・保育実践の充実」「主体的・対話的な深い学び」のある教育・保育の実現につ

いて保育実践の参観

ｲ 小・中学校への訪問

・学校の取組・課題についての懇談

・授業づくりの視点（「見方・考え方」を働かせた「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け

た授業）と学級（学年）づくりの視点（「支持的風土が醸成され、児童生徒が参画する学級）

の具体的な取組がみえる授業の参観

イ その他学校訪問

県教育庁義務教育課の実施する学校支援訪問、那覇教育事務所の実施する学校訪問に同行してい

る。

（２）教育研究員の研修の充実

市内こども園及び小・中学校の教職員の中から教育研究員（前期・後期）の長期研修を実施する。

ア 研究員研修の趣旨

教育実践の質を高めるため、課題を明らかにし､教育の内容や方法について工夫し、方策を導き

出して研究を行う。

イ 令和７年３月現在の修了者（累計） 単位：人

総合計
（内訳）校種別

こども園（幼） 小学校 中学校

ウ 研修内容

ｱ 各研究員の課題に応じた研究活動を行う。

・半年間の研究テーマを決め、テーマに沿った研究活動を行う。

・理論研究並びに実践（授業・保育）検証を行う。

・検証授業 保育 を基に、報告書を作成する。

ｲ 研究員の教師としての力量を高めるため、所内･所外講座を実施する

・所内講座 研究の心構え、教科等（特別活動、道徳科 、コミュニケーションスキル、

活用、情報モラル・プログラミング教育、タブレット基礎・活用、

効果的なプレゼンテーション

・所外講座 那覇市議会傍聴、不登校支援施設（教育相談課）見学、教育関連施設見学

（３）経年研修

ア 教職員研修の基本方針
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沖縄県公立学校教員等育成指標に基づき、教員のキャリアステージに応じた資質能力の向上を図

るために研修を実施する。

イ 指標項目（沖縄県公立学校教員等育成指標から）

キャリアステージ ステージ像

学校に活力を与える！

採用ステージ

（１年目）

○教育活動に関する基礎的・基本的な知識・技能等を生かして、

児童生徒等の実態等を踏まえた教育活動を実践することができ

る。

○沖縄県の教員としての自覚を持ち、チームとしての学校の一員

として、他の教職員に積極的に指導・助言を求めながら、連

携・協働体制のもとで、担当する校務に取り組むことができ

る。

担当校務をしっかり担う！

基礎ステージ

（２～４年目）

○教育活動に関する知識・技能等を生かして、児童生徒等の実態

等に応じた教育活動を実践することができる。

○チームとしての学校の一員として、他の教職員と連携・協働し

ながら、担当する校務を担うことができる。

教育活動を推進する！

充実ステージ

（５～９年目）

○教育活動に関する知識・技能等を充実させ、創意工夫を生かし

た教育活動を実践･推進することができる。

○経験の浅い教職員に積極的に関わる等、同僚性の向上や連携・

協働の充実を図り、連携・協働体制の構築を推進することがで

きる。

中心的な役割を果たす！

発展ステージ

（ ～ 年目）

○自らの経験や強み等を生かして、学校全体の状況や地域の実態

等を踏まえた教育活動を効果的に推進することができる。

○学年や分掌等の連携・協働体制において、中心的な役割を果た

し、他の教職員に指導・助言をすることができる。

全校的な視点から学校を支え

る！

指導ステージ

（ 年目以降）

○豊かな知識・技能や経験等を生かして、全校的な視点から、教

育活動をより効果的・効率的に推進することができる。

○全校的な視点から、チームとしての学校の連携・協働体制を支

え、他の教職員を適切に支援・育成することができる。

ウ 令和７年度経年研修受講者数 単位：人

初任者研修 ２年目研修 ３年目研修 ５年経験者研修 中堅教諭等資質向上研修

小学校

中学校

合 計

（４）教育用図書資料提供事業

教育情報の収集及び提供を行い、教育活動を支援する。

ア 図書資料提供

ｱ 図書室での閲覧及び貸出（貸出は図書のみ。研究紀要等の資料は館内での閲覧のみ。）

ｲ 貸出期間は個人が２週間、団体は４週間

イ レファレンスサービス
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１０ 学校規模の適正化

（１）背景

終戦後、那覇地区各学校の児童・生徒数は増加の一途をたどり、特に中心市街地においてこの傾向

は著しく、 人を上回る規模の学校も出現するのではないかと憂慮された。

このような事態に対処するため、 年代半ばに「那覇区学校配置研究委員会」が設置され、１学

校の在籍数を 人に平均化しようとする学校配置計画が策定された。

また、本市は、首里市、小禄村、真和志市との市村合併により、小中学校数は増えたが、適正配置

及び通学区域を考慮することなく、そのままの状態で編入されたため、学校規模において過大な状況

になった。

本土復帰後は、過大規模校の解消や老朽校舎の改築等、施設整備を重点施策として推進してきた結

果、過大規模校の減少を図ることができた。しかし、学校建設が急務であったことから、狭隘な市域

の中、学校用地面積は多少狭くても、容易に学校用地が確保できる場所に学校を建設した結果、適正

配置及び通学区域について十分な配慮を欠き、現在に至っている。

近年における全国的な少子化傾向のなか、本市においても児童生徒数は減少していく傾向にあり、

加えて中心市街地における人口のドーナツ化現象により、中心市街地での小規模校と周辺市街地での

大規模校の発生をみている。

学校規模の大きな学校と小さな学校には、それぞれにメリット・デメリットがあると考えられるが、

那覇市教育委員会では子どもたちにとって、よりよい教育環境の整備を図るうえで、この格差を見過

ごすことができない問題として平成 年８月に検討が行われた。

（２）那覇市立学校適正規模等審議会

教育委員会では、平成 年６月に那覇市立学校適正規模等審議会（以下「審議会」という。）に対

して那覇市立学校の適正規模、適正配置及び通学区域等について諮問し、平成 年９月に答申を受け

た。

（３）答申を踏まえた取組

教育委員会では、この答申（平成 年９月）を尊重し、平成 年４月に新しい学校づくりを担当

する部署を組織化して、学校適正規模の実現に向け取り組むこととした。

ア 通学区域制度

答申で示された通学区域の提言に基づき、学校適正規模を前提とした通学区域制度の具体的方策

に関することについて、平成 年６月に審議会へ諮問を行い、平成 年１月に答申を受けた。

教育委員会としては、審議会答申（平成 年１月）を踏まえて、「隣接校選択制」を平成 年度

から小学校で、さらに平成 年度から中学校で実施している。

イ 学校適正配置

教育委員会においては、答申（平成 年９月）を尊重し、学校の適正配置に関する方針及び計

画、その他必要な事項について調査検討するため、平成 年５月に「那覇市立学校適正配置検討委

員会」を設置し、平成 年３月に那覇市立学校適正配置基本方針を策定した。

（４）那覇市立学校適正配置計画（通学区域の変更）の策定

教育委員会においては、那覇市立学校適正配置基本方針（平成 年３月）に基づき、通学区域に関

する意見交換会を市内各所において 回、通学区域変更計画策定に向けての地域説明会を行い、平成

年６月に「那覇市立学校適正配置計画（通学区域の変更）」を策定した。

（５）那覇市立学校適正配置計画（統合・分離）の決定

教育委員会においては、那覇市立学校適正配置基本方針（平成 年３月）に基づき、平成 年

図書・資料検索システム等を活用し必要な資料の検索を担当職員が行う。また、電話・ ・

メールでの問い合わせも受付ける。

ウ 図書・資料の収集管理

所報、要覧、研究紀要、指導資料等を刊行すると共に、教育関係図書や教育関係雑誌、県内の

教育研究所等の研究紀要、資料等を収集保管し、情報提供を行っている。

エ 図書館資料共有化搬送システムの活用

那覇市内の各学校図書館や那覇市立図書館等をネットワークで結び、図書資料を搬送システム

の活用を通して共有化する。

９ ＩＣＴ教育の充実

学習指導要領には総則及び各教科において、ＩＣＴ機器等の活用が明記されており、情報活用能力を育

成する重要性が一層高まっている。また、スマートフォンやインターネットを介したゲーム等の普及もあ

り、今後は児童生徒を取り巻くＩＣＴ環境は益々身近に、また複雑化していくと考えられる。

そのような中、児童生徒には全ての学習の基盤となる資質・能力として、情報を主体的に選択・活用、

また情報発信の際におけるモラル等を身に付けることが求められている。そのため、学校教育においては

必要なＩＣＴ環境を整えるとともに、情報教育や各教科等の指導に効果的なＩＣＴ機器の活用を推進し、

それらを適切に活用した学習活動の充実を図る。

（１）ＩＣＴ研修の充実

ア 情報教育研修

ＩＣＴ機器活用に伴う、情報活用能力 情報モラル含む を育成するための指導についてや教職

員の情報セキュリティについての研修を実施するとともに周知徹底を図る。

イ ＩＣＴ情報教育推進部会

ＩＣＴ情報教育推進部会を運用し、学校教育全体を通じたＩＣＴ機器 電子黒板、タブレット端

末等 の活用や一人一台のタブレット端末を活用した授業実践（情報モラル教育、プログラミン

グ教育を含む）を推進する。

ウ 学校ＩＣＴ支援員配置

ＩＣＴ支援員の派遣を業務委託し、各学校において教員のＩＣＴ活用指導力向上のため授業支

援や校内研修等の支援を行う。

（２）ＩＣＴ機器の整備と活用

学校教育全体を通じたＩＣＴ機器の活用を推進し環境の充実を図る。

ア ＩＣＴ機器の導入及び保守、校務系ネットワーク環境の運用管理

イ ＧＩＧＡスクール構想の推進

ｱ 全小中学校の普通教室及び特別教室に 環境を整備する。

ｲ 全小中学校の全児童生徒にタブレット端末を配付する。

ｳ 小学校３～６年生及び中学生へタブレット端末持ち帰りの環境を整える。

電子黒板を活用した授業風景 タブレット端末を活用して学習している様子
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１０ 学校規模の適正化

（１）背景

終戦後、那覇地区各学校の児童・生徒数は増加の一途をたどり、特に中心市街地においてこの傾向

は著しく、 人を上回る規模の学校も出現するのではないかと憂慮された。

このような事態に対処するため、 年代半ばに「那覇区学校配置研究委員会」が設置され、１学

校の在籍数を 人に平均化しようとする学校配置計画が策定された。

また、本市は、首里市、小禄村、真和志市との市村合併により、小中学校数は増えたが、適正配置

及び通学区域を考慮することなく、そのままの状態で編入されたため、学校規模において過大な状況

になった。

本土復帰後は、過大規模校の解消や老朽校舎の改築等、施設整備を重点施策として推進してきた結

果、過大規模校の減少を図ることができた。しかし、学校建設が急務であったことから、狭隘な市域

の中、学校用地面積は多少狭くても、容易に学校用地が確保できる場所に学校を建設した結果、適正

配置及び通学区域について十分な配慮を欠き、現在に至っている。

近年における全国的な少子化傾向のなか、本市においても児童生徒数は減少していく傾向にあり、

加えて中心市街地における人口のドーナツ化現象により、中心市街地での小規模校と周辺市街地での

大規模校の発生をみている。

学校規模の大きな学校と小さな学校には、それぞれにメリット・デメリットがあると考えられるが、

那覇市教育委員会では子どもたちにとって、よりよい教育環境の整備を図るうえで、この格差を見過

ごすことができない問題として平成 年８月に検討が行われた。

（２）那覇市立学校適正規模等審議会

教育委員会では、平成 年６月に那覇市立学校適正規模等審議会（以下「審議会」という。）に対

して那覇市立学校の適正規模、適正配置及び通学区域等について諮問し、平成 年９月に答申を受け

た。

（３）答申を踏まえた取組

教育委員会では、この答申（平成 年９月）を尊重し、平成 年４月に新しい学校づくりを担当

する部署を組織化して、学校適正規模の実現に向け取り組むこととした。

ア 通学区域制度

答申で示された通学区域の提言に基づき、学校適正規模を前提とした通学区域制度の具体的方策

に関することについて、平成 年６月に審議会へ諮問を行い、平成 年１月に答申を受けた。

教育委員会としては、審議会答申（平成 年１月）を踏まえて、「隣接校選択制」を平成 年度

から小学校で、さらに平成 年度から中学校で実施している。

イ 学校適正配置

教育委員会においては、答申（平成 年９月）を尊重し、学校の適正配置に関する方針及び計

画、その他必要な事項について調査検討するため、平成 年５月に「那覇市立学校適正配置検討委

員会」を設置し、平成 年３月に那覇市立学校適正配置基本方針を策定した。

（４）那覇市立学校適正配置計画（通学区域の変更）の策定

教育委員会においては、那覇市立学校適正配置基本方針（平成 年３月）に基づき、通学区域に関

する意見交換会を市内各所において 回、通学区域変更計画策定に向けての地域説明会を行い、平成

年６月に「那覇市立学校適正配置計画（通学区域の変更）」を策定した。

（５）那覇市立学校適正配置計画（統合・分離）の決定

教育委員会においては、那覇市立学校適正配置基本方針（平成 年３月）に基づき、平成 年
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月に「那覇市立学校適正配置計画（統合・分離）素案」を決定した。その後、平成 年１月から説明

会、意見交換会を実施するとともに市民意見提出制度による意見募集を経て、平成 年 月に「那

覇市立学校適正配置計画（統合・分離）」を決定した。

（６）那覇市立学校適正配置計画の実施

教育委員会では、那覇市立学校適正配置計画に基づき、学校の通学区域の変更、分離及び統合を実

施してきた。

ア 平成 年４月 小禄南小学校の通学区域の一部を小禄小学校、宇栄原小学校の通学区域へ変更

イ 平成 年４月 泊小学校の通学区域の一部を壺屋小学校の通学区域へ変更

ウ 平成 年４月 銘苅小学校と安謝小学校の分離校として天久小学校を設置

エ 平成 年４月 前島小学校と久茂地小学校を廃止し、両校の統合新校となる那覇小学校を設置

（７）学校規模の現状

令和７年５月１日現在、那覇市には市立の小学校が 校、中学校が 校設置されている。那覇市

立学校適正配置計画に基づく学校の通学区域の変更、分離及び統合を実施した結果、学校規模につい

てはおおむね改善が図られた。しかし、児童生徒数は減少傾向にあり、特別支援学級は増加傾向にあ

る等、学校を取り巻く環境は変化していることから今後の推移を注視し、子どもたちにとってよりよ

い教育環境を整える。

小学校数

中学校数

児童数

生徒数

那覇市立小中学校・児童生徒数推移

小学校数 中学校数 児童数 生徒数

（人） （校）

（令和７年５月１日現在・特別支援学級含む）
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（８）那覇市立学校隣接校選択制 

教育委員会では平成18年度から那覇市立の小学校へ、平成19年度から那覇市立の中学校へそれぞれ入学

する新１年生を対象に、住所により指定された通学区域の学校(以下、指定校)のほかに指定校の通学区域

に隣り合う通学区域の学校(以下、隣接校)への入学を希望することができる隣接校選択制を導入した。 

【下図 隣接校イメージ】 

ア 隣接校選択制の概要

(ｱ) 対象者･･･那覇市に住所を有する那覇市立の小中学校へ入学する新１年生 

(ｲ) 希望できる学校･･･各指定校の隣接校 

(ｳ) 定員枠と抽選･･･定員枠は教室数、学校規模等を考慮して学校ごとに設定する。隣接校からの

希望者によって、定員枠を超えた場合には希望者を対象に抽選を行う。指定校の児童生徒につ

いてはすべて入学できる。 

(ｴ) 学校情報の提供･･･保護者が指定校やその隣接校について、情報が得られるよう学校紹介情報

を市民に公開する。また、授業参観日等に合わせて実際に学校を見学できる学校公開日につい

ては、各学校長の判断で設ける。 

イ 令和７年度入学希望状況 

(ｱ) 小学校 

 令和７年度の新入学生のうち、全体の約 

10.7％にあたる292人が隣接校への希望を申請 

し、希望する隣接校へ入学が許可されたのは、 

224人で希望者数の約76.7％となっている。 

大規模の学校においては、隣接校からの 

希望者の受入ができない状況である。 

(ｲ) 中学校 

令和７年度の新入学生のうち、全体の約 

12.4％にあたる404人が隣接校への希望を申請 

し、希望する隣接校へ入学が許可されたのは、 

227人で希望者数の約56.2％となっている。 

    小学校項目 人数 

児童数（令和6年10月1日現在） 2,717

隣接校への希望者  292

希望した隣接校への入学許可者 224

隣接校へ入学できなかった希望者 68

    中学校項目 人数 

生徒数（令和6年10月1日現在） 3,271

隣接校への希望者 404

希望した隣接校への入学許可者 227

隣接校へ入学できなかった希望者 177
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第２節 学校施設の補修・整備をすすめ、安全安心な

教育環境があるまちをつくる

重点目標

学校施設の耐震化を図るための改築による施設整備や、那覇市学校施設等長寿命化計画に基づく中長期

的な補修等維持管理、また、借用校地の用地取得を順次行い、児童・生徒の視点に立った安全安心な学習

環境づくりをすすめる。

施策事業の概要

１ 学校施設の耐震化に向けた改築による施設整備

学校施設の整備にあたっては、全ての老朽校舎や災害時の避難拠点としての役割を果たす屋内運動場

の耐震化に向けて、計画的に改築事業等を推進する。

・屋内運動場等改築

古蔵小学校と松川小学校の屋内運動場等が完成し、これにより市内の耐震化を目的とした学校施設改

築事業は完了となる。

古蔵小学校屋内運動場 令和６年度完成

松川小学校屋内運動場 令和６年度完成

１１ 那覇市コミュニティ・スクール

（１）背景
急激な少子化・高齢化の進行、グローバル化の進展、貧困問題の深刻化、児童虐待の

増加など多くの問題がある。そのような中で、人と人との関わりや地域のつながりの希
薄化も課題となっている。児童生徒のいじめや不登校、児童虐待の増加、規範意識の低
下、ＳＮＳ等インターネット上の諸問題等、児童生徒を取り巻く課題も、一層複雑化・
困難化・潜在化しており、学校においては、これらの課題への対応も求められている。
こうした課題やこれからの時代に対応した新しい学校教育を実現するため、学校だけ

でなく保護者や地域住民等が、社会に開かれた教育課程の実現に向けて、目指すべき目
標を共有し、学校運営に参画するための仕組みである学校運営協議会の設置を行う。学
校運営協議会を設置した学校を那覇市コミュニティ・スクールという。

（２）学校運営協議会
ア ねらい

社会に開かれた教育課程の実現を図り、学校と保護者・地域住民等が育てたい子
ども像を共有し、共通の課題について協議する機関としての学校運営協議会を設
置することで、学校運営への支援等を推進することにより、未来の創り手となる児
童生徒を育成する。

イ 協議会の設置
各学校に学校運営協議会を設置する。

ウ 委員の構成及び人数
校長、 役員、地域関係者、地域有識者、地域学校協働活動推進員
各学校 名以内

エ 那覇市小中一貫コミュニティ・スクールについて
本市の小中一貫教育グループ内の各学校に設置する学校運営協議会の一括りを

「那覇市小中一貫コミュニティ・スクール」と称する。小中一貫教育を通して育
んできた小中学校における教育実践の共通性や人的な関係性を活用し、共通の方
向性で学校教育の推進を図るために情報共有するための小中一貫全体会議を行う

オ 会議開催回数
年間３回程度（小中一貫全体会議を含む。）

カ 学校運営協議会議題
未来志向（学校における情報の共有、学校で目指す子供の姿、具体的な取組）
課題解決 学習支援の取組み安全に関する取組、児童生徒支援に関する取組）

（３）設置状況（令和７年４月現在）
・令和６年度 第 期導入校 （城北中学校、城北小学校、大名小学校）
・令和 年度 第 期導入校 （那覇中学校、那覇小学校、若狭小学校、泊小学校）
※令和９年度の全小中学校設置に向け段階的に導入予定
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第２節 学校施設の補修・整備をすすめ、安全安心な

教育環境があるまちをつくる

重点目標

学校施設の耐震化を図るための改築による施設整備や、那覇市学校施設等長寿命化計画に基づく中長期

的な補修等維持管理、また、借用校地の用地取得を順次行い、児童・生徒の視点に立った安全安心な学習

環境づくりをすすめる。

施策事業の概要

１ 学校施設の耐震化に向けた改築による施設整備

学校施設の整備にあたっては、全ての老朽校舎や災害時の避難拠点としての役割を果たす屋内運動場

の耐震化に向けて、計画的に改築事業等を推進する。

・屋内運動場等改築

古蔵小学校と松川小学校の屋内運動場等が完成し、これにより市内の耐震化を目的とした学校施設改

築事業は完了となる。

古蔵小学校屋内運動場 令和６年度完成

松川小学校屋内運動場 令和６年度完成
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２ 学校施設の維持管理や整備の強化及び長寿命化対策

安全点検を日常的に実施し、安全性確保のための修繕を速やかに行う。なお、緊急性の高いものにつ

いては優先的に実施する。 

（１）学校施設を長期にわたって使用できるように建物の適切な維持管理に努める。また、多様化する学

習形態に対応した快適な教育環境づくりに取り組む。 

事業名：小学校施設老朽化抑制事業（塩害防止・長寿命化） 

事業名：小学校遊具改修事業 

事業名：松島中学校長寿命化改良事業 

事業名：城北小学校長寿命化改良事業 

事業名：安岡中学校長寿命化改良（予防改修）事業 

事業名：城西小学校長寿命化改良（予防改修）事業 

事業名：神原中学校長寿命化改良（予防改修）事業 

事業名：松川小学校長寿命化改良（予防改修）事業 

事業名：真嘉比小学校長寿命化改良（予防改修）事業 

事業名：石嶺中学校長寿命化改良（予防改修）事業 

（２）老朽化や時代の変化に対応できていない設備等の改善に取り組む。 

事業名：小・中学校環境整備事業（トイレ整備） 

事業名：小・中学校消防用設備等重点整備事業 

事業名：小・中学校施設ブロック塀対策事業 

事業名：小・中学校擁壁改修事業 

事業名：小・中学校空調設備改修整備事業 

事業名：小・中学校照明ＬＥＤ化事業 

  事業名：小・中学校バリアフリー化等施設整備事業

３ 借用校地の購入

財政負担の軽減及び学校施設の管理の安定化を図るため、地主の意向及び市の財政状況を踏まえなが

ら、借用校地の購入を継続していく。 


